
蒲郡市土地区画整理事業助成要綱 

（目 的） 

第 1条 この要綱は、蒲郡市が土地区画整理事業（以下「事業」という。）を施行しようと

する者及び施行者（以下「施行者等」という。）に対し、当該事業の助成をすることによ

り、本市の健全な市街地の形成を図り、もって公共の福祉の増進に寄与することを目的

とする。 

 

（適用の範囲） 

第 2 条 この要綱により助成をすることができる事業は、市街化区域内における事業で次

の各号の全てに該当するものとする。ただし、重要な都市施設を含む区域で市長が特に

必要と認めた事業についても助成をすることができる。 

（1）土地区画整理法（以下「法」という。）第 14条１項に規定する認可を受けて事業を

施行するものであること。 

（2）施行面積が 5 ﾍｸﾀｰﾙ以上であること。 

（3）施行区域内に都市計画として決定された道路又は幅員 8 ﾒｰﾄﾙ以上のその他道路を含

むものであること。 

（4）施行区域内の公共施設の面積が施行区域全体面積の 22 ﾊﾟｰｾﾝﾄ以上であること。 

（5）施行区域内の権利者の 85 ﾊﾟｰｾﾝﾄ以上が同意し、かつ同意した者の土地の面積が権

利者の土地の総面積の 85 ﾊﾟｰｾﾝﾄ以上であること。 

 

（助成の内容） 

第 3条 この要綱による助成の内容は、次のとおりとする。 

（1）補助金の交付 

（2）技術的援助 

 

（補助金） 

第 4 条 補助金の額は、予算の範囲内で次の各号に掲げる区分に応じ算定した額の合計額

とする。ただし、他から補助金、負担金等がある場合は、これを控除した額とする。 

（1）組合設立までの費用 

（2）都市計画道路の用地費、補償費、及び築造費 

（3）区画道路の幅員が 6 ﾒｰﾄﾙを超える部分の用地費 

（4）施行区域全体面積の 3 ﾊﾟｰｾﾝﾄを超える部分に係る公園（緑地も含む。）の用地費 

（5）河川の用地費及び補償費 

（6）調整池の用地費及び補償費 

（7）1 ﾒｰﾄﾙを超える水路の用地費 

（8）前各号に掲げる費用に係る事務費（国庫補助率に基づく。） 

（9）その他市長が特に必要と認めた費用 

2. 前項に規定する用地費を算定する場合は、組合設立認可があった時点における事業計

画書の整理前土地評価額を基準とする。 

 



 

（補助金の限度額） 

第 5 条 前条に規定する補助金の額が総事業費から国及び県の補助金、保留地処分金、県

負担金等を控除した額を上回る場合は、その控除した額を補助金の限度額とする。 

 

（補助金の使途） 

第 6 条 施行者等は、第 4 条に規定する補助金を法第 2 条第 2 項に規定する事業に充てて

はならない。 

 

（補助金の額の変更） 

第 7 条 物価の変動、賃金の上昇、その他特別の事情がある場合は、補助金の額を変更す

る事ができる。この場合において変更する補助金は、その時点における未施行分に限る

ものとする。 

 

（補助金の交付申請等） 

第 8 条 前 6 条に定めるもののほか補助金の交付申請等に関しては、蒲郡市補助金等交付

規則（昭和 38年蒲郡市規則第 17 号）による。 

 

（補助金の返還） 

第 9 条 施行者等は、補助金の確定時において、既に交付を受けた補助金の額が第５条に

規定する限度額を超えている場合は、交付を受けた補助金の全部又は一部を返還しなけ

ればならない。 

 

（技術的援助） 

第 10条 第 3条第 2項の技術的援助は、次のとおりとする。 

（1）事業認可までの調査、測量、設計及びその他事務 

（2）事業施行に伴う技術指導 

 

（市への協力） 

第 11条 施行者等は、市が施行する公共事業に協力するとともに、土地区画整理事業の施

行地区に係る宅地利用の促進方策について（昭和 55 年・61 年建設省都市局区画整理課

長通達）の実施に努めるものとする。 

 

 附  則 

（施行期日） 

1 この要綱は、平成 5年 6月 8日から施行する。 

（蒲郡市組合土地区画整理事業補助方針の廃止） 

2 蒲郡市組合土地区画整理事業補助方針は廃止する。 

（経過措置） 

3 この要綱の施行の際、現に蒲郡市組合土地区画整理事業補助方針の適用を受けている事



業は、この要綱の規定にかかわらず、なお従前の例による。 


